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平成12年以降、京都府における荒茶生産量は、平成16年でやや持ち直したものの減少傾向にある。

②荒茶生産金額

京都府の過去９年間の荒茶生産金額を示したものが、【表2.2.6の２】である。

荒茶生産金額も生産量の減少に伴い漸減傾向にある。

３．各試験研究機関の概要

3.1．試験研究機関の所在地

京都府の農業関係の試験研究機関の所在地を地図上にプロットした資料が次ページの【図3.1】である。南北に長い

京都府の地理上の特徴を加味する形で、北は京丹後市から南は相楽郡精華町まで、広域にわたって研究施設が展開して

いる点が特徴といえよう。



127

京 都 府 公 報 号外 第32号 平成18年４月28日 金曜日

ところで、農業関係の試験研究機関については次の記述が参考になると思われる。

「我が国の農業関係の試験研究機関としては、国立、公立（都道府県）、民間、大学などがあり、相互に連携を図り

つつ、農業上の問題解決のために試験研究を実施している。国立の機関は、作物の革新的育種技術の開発、農業生態系

の管理技術の開発、地域農業を先導する技術体系の総合的な研究開発や新たなシーズの創出などを目指した研究など、

行政上必要な研究開発やリスクが高く民間には期待しがたい基礎的・先導的分野の研究を実施している。一方、公立の

機関はそれぞれ都道府県の農業に関わる技術上の問題を解決するために、普及および指導奨励に直接役立つ技術の研究

開発を実施している。また、民間では、経済性が高く実用化につながる技術開発を目的としており、大学では、学術的

探求を目的とした研究が実施されている。」（出所：「新編農学大事典」（養賢堂、2004））

次ページ以降、京都府の４つの試験研究機関について、その概要を個別に検討していくこととする。

3.2．農業総合研究所

3.2.1．農業総合研究所の沿革

農業総合研究所の沿革について、その概要をまとめたものが【表3.2.1】である。
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3.2.2．農業総合研究所の業務内容

農業総合研究所の業務内容は次のとおりである。
�１ 農業に係る調査、試験及び研究に関すること
�２ 農業生産、農業経営及び農民生活に係る普及事業の援助に関すること
�３ 農業の生産環境の保全に関すること
�４ 農業に関係のある物件の分析鑑定に関すること
�５ 農業大学校の教育援助に関すること
�６ 農業に関する試験研究機関の総括及び試験研究の総合調整に関すること
�７ その他農業についての相談に関すること

3.2.3．農業総合研究所の組織等
�１ 組織図

農業総合研究所の組織図は、次ページの【図3.2.3】のとおりである。
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庶務を除く各部の配員数と職務分掌は次ページの【表3.2.3】のとおりである。
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�２ 農業総合研究所の最近５年間の職員数推移

農業総合研究所における最近５年間の職員数の推移は次ページの【表3.2.3の２】のとおりである。
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3.2.4．農業総合研究所の決算数値

農業総合研究所の過去３年の決算数値を【図3.2.4】に示す。経費支出額は、年々減少傾向にあるが、内訳の大半は

人件費である。

3.2.5．農業総合研究所の施設概要

農業総合研究所の施設概要は以下のとおりである。

3.2.6．農業総合研究所における試験研究の重点目標

農業総合研究所における試験研究の重点目標は、次ページの【表3.2.6】のとおりである。
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3.3．農業資源研究センター
3.3.1．農業資源研究センターの沿革
農業資源研究センターは、京都府立大学農学部の基礎研究と農林水産部の応用研究とが一体となり、その相乗効果を
発揮することにより、バイオテクノロジーを駆使して京野菜や黒大豆など京都ならではの特産物の品種改良を行い、京
都府農業の一層の振興に寄与することを企図して設立された。その沿革は、【表3.3.1】のとおりである。

また、農業資源研究センターでは、クリーンで尽きることのない太陽光エネルギーによる発電システムを設置し、太
陽光発電の普及促進と地域環境問題に関する理解促進も図っている。
3.3.2．農業資源研究センターの業務内容
農業資源研究センターの業務内容は次のとおりである。

�１ 農業バイオテクノロジーに係る研究に関すること
�２ 農業生産に係る普及事業の援助に関すること
�３ 農業の生産環境の保全に関すること
�４ 農業大学校の教育援助に関すること
�５ その他農業についての相談に関すること
3.3.3．農業資源研究センターの組織等
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�１ 組織図
農業資源研究センターの組織図は、次の【図3.3.3】のとおりである。

庶務課を除く各部の配員数と職務分掌は【表3.3.3】のとおりである。

�２ 農業資源研究センターの最近５年間の職員数推移
農業資源研究センターにおける最近５年間の職員数の推移は次の【表3.3.3の２】に示すとおりである。
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3.3.4．農業資源研究センターの決算数値

農業資源研究センターの過去３年の決算数値を【図3.3.4】に示す。経費支出額は年々減少傾向にあり、また平成16

年度の収入の減少は、受託研究の減少によるものである。

3.3.5．農業資源研究センターの施設概要

農業資源研究センターの施設概要は以下のとおりである。

3.3.6．農業資源研究センターにおける試験研究の重点目標

農業資源研究センターにおける試験研究の重点目標を一覧にしたものが次ページの【表3.3.6】である。
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3.4．丹後農業研究所

3.4.1．丹後農業研究所の沿革

丹後農業研究所の沿革についてまとめたものが、次ページの【表3.4.1】である。
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3.4.2．丹後農業研究所の業務内容

丹後農業研究所の業務内容は次のとおりである。
�１ 農業に係る調査、試験及び研究に関すること
�２ 農業生産、農業経営及び農民生活に係る普及事業の援助に関すること
�３ 農業の生産環境の保全に関すること
�４ 農業に関係のある物件の分析鑑定に関すること
�５ 農業大学校の教育援助に関すること
�６ その他農業についての相談に関すること

3.4.3．丹後農業研究所の組織等
�１ 組織図

丹後農業研究所の組織図は、次の【図3.4.3】のとおりである。

庶務を除く各部課の配員数と職務分掌は次ページの【表3.4.3】のとおりである。
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�２ 丹後農業研究所の最近５年間の職員数推移

丹後農業研究所における最近５年間の職員数の推移は【表3.4.3の２】の通りである。

3.4.4．丹後農業研究所の決算数値

丹後農業研究所の過去３年の決算数値を次ページの【図3.4.4】に示す。経費支出額は、横這い傾向であり、その過

半が人件費で占められている。
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3.4.5．丹後農業研究所の施設概要

丹後農業研究所の施設概要は【表3.4.5】、【表3.4.5の２】のとおりである。

3.4.6．丹後農業研究所における試験研究の重点目標

水稲に特化してきた丹後地域の農業生産構造を改革し、「しなやかでたくましい丹後農業」を構築するため、稲作の

大規模低コスト生産体制を強化し、良食味の「丹後米」ブランド（平成15年産米食味ランキング特Ａ復帰）を維持する

とともに、水田や丹後国営開発農地あるいは砂丘地等の立地条件を活かして、特産豆類等の転換作物、野菜・果樹・花

き等の園芸作物などを振興し、丹後に多面的農業を展開させる必要があり、研究担当別に次ページの【表3.4.6】に示

す方向で主な試験研究を推進している。
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3.5．茶業研究所
3.5.1．茶業研究所の沿革
茶業研究所の沿革について、【表3.5.1】にまとめた。
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3.5.2．茶業研究所の業務内容

茶業研究所の業務内容は次のとおりである。
�１ 茶業の改良に関する試験及び研究に関すること
�２ 茶の作況調査に関すること
�３ 茶業に関係のある物件の分析鑑定に関すること
�４ 茶種苗の育成及び配付に関すること
�５ 茶業に関する普及事業の援助に関すること

3.5.3．茶業研究所の組織等
�１ 組織図

茶業研究所の組織図は、次の【図3.5.3】のとおりである。

庶務課を除く各部の配員数と職務分掌は【表3.5.3】のとおりである。

�２ 茶業研究所における最近５年間の職員数推移

茶業研究所における最近５年間の職員数の推移は次ページの【表3.5.3の２】の通りである。
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3.5.4．茶業研究所の決算数値

茶業研究所の過去３年の決算数値を【図3.5.4】に示す。経費支出額は、年々横這い傾向であり、その過半が人件費

で占められている。

3.5.5．茶業研究所の施設概要

茶業研究所の施設概要は以下のとおりである。

3.5.6．茶業研究所の試験研究の重点目標

茶業研究所の試験研究の重点目標をまとめたものが次ページの【表3.5.6】である。
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第３ 外部監査の結果-問題点の指摘と改善提案

１．監査結果総括

1.1．収入事務について

1.1.1．監査の視点

各試験研究機関の収入事務が、関係法令等に準拠して行われているか否かについて検討するとともに、経済性・効率

性・有効性という観点からも検討を加えた。

1.1.2．監査手続

平成16年度の収入事務について、収入内容を確認するとともに、使用料及び手数料が条例等で定められた金額に基づ

き調定額が適正に算定されていることを確かめた。また、生産物売払い収入（以下、財産収入（生産物販売）という。）

について売却単価の決定方法や売却先の妥当性についても検討を加えている。

1.1.3．監査の結果－問題点の指摘と改善提案
�１ 生産物販売先の現状

財産収入（生産物販売）とは、各試験研究機関の試験研究過程において副産物として産出された米や野菜果物等（以

下、生産物という）の販売に係る収入のことである。

生産物の販売については、米が農協の設定した価格で農協に引き取られているほか、他の野菜果物等の単価は、原則

として市場価格（卸売価格）を参考に設定されている。

また、米以外の野菜果物等については、各試験研究機関の施設公開日における府民への販売を除き、その大部分がも

っぱら京都府の職員（農業総合研究所・農業資源研究センター・丹後農業研究所においては最寄りの広域振興局職員、

茶業研究所においては本庁の職員）を対象として販売されているのが実態である。また、その販売方法についても、茶

業研究所以外は、各試験研究機関の庶務課職員が最寄りの広域振興局に持参して販売している。

各試験研究機関の予算では、収入予算として生産物販売収入が見込まれており、収入予算の未達成部分について支出

予算の減額が行われている。そのため、生産物を収穫した当日に全量を販売する必要性から、販売が確実に見込まれる

広域振興局や本庁職員をその対象としていることが窺える。

しかし、各試験研究機関での生産物が試験研究過程の副産物的なものであるとはいえ、そのコストは府民が負担して

いることを考えた場合、もっぱら府の職員を対象に販売が行われていることについては疑問なしとしない。また、各試

験研究機関の職員が生産物の販売にどれだけの時間を費やしているのかについては詳細なデータを入手することができ

なかったが、平成16年度における生産物販売収入が14,111千円であるところ、その金額で販売に携わった４つの試験研

究機関の庶務担当職員の人件費がカバーできているかどうかは疑問の残るところである。費用対効果を考えた場合、庶

務担当職員が生産物を販売するより、むしろ廃棄処分をした方が結果としてコストの負担が小さくなるのではないかと

いう意見も仄聞するが、ここは各試験研究機関において再度検討を要する課題としての指摘に止めておく。

他方、各試験研究機関と同様に農場を保有し、そこでの生産物を販売している府立大学では、生産物である野菜や果

物等について週２回の頻度で府民に対して販売を行っている。対象は近隣の府民に限られているから必ずしもベストの

方法とはいえないが、府民の負担で実施された試験研究の副産物を府民に還元するという意味では、より望ましい方法

であると言える。したがって、各試験研究機関においても、試験研究の副産物である野菜や果物等について、積極的に

府民に対して販売するような方策を検討する余地があると思料する。
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たとえば、販売に関して定例の曜日や時間を設定し、事前に広報誌等を通じて告知した上で近隣の府民に広く購入の

機会を付与することによって、安定的な販売量を確保することが可能となる。それと同時に、各試験研究機関に対する

府民の認知度を高め、さらにはその存在に対する理解を深めるきっかけにもなるとも考えられるから、まさに一石二鳥

の効果が得られるといっても過言ではない。この機会に是非とも前向きな検討が進められることを期待する。
�２ その他の収入項目について

その他の収入に関する稟議書等必要書類を閲覧し、担当者への質問を行った結果、問題となる事項は、検出されなか

った。

1.2．契約事務及び支出事務について

1.2.1．監査の視点

本来、契約は自由に締結することができるのが原則（契約自由の原則）であるが、京都府が締結する契約は公益を目

的とするものであることから、地方自治法、同施行令及び京都府会計規則等の法令等の規制を受けることは言うまでも

ない。したがって、業務委託契約が上記法令等に準拠して行われたものであるか否か、その合規性を検討するとともに、

公正性及び経済性という観点からも検討を加えた。

1.2.2．監査手続

平成16年度の業務委託契約につき、予定価格調書、支出負担行為の協議書及び契約書等を閲覧し、過去３期にわたる

業務委託契約の相手方、契約金額及び契約方法について推移表を作成した。そして、これらの内容を検討するとともに、

契約手続が上記法令等に合致しているか否かその合規性を検証した。

1.2.3．監査の結果－問題点の指摘と改善提案
�１ 競争入札によらない事例についての疑問

地方自治法は、契約については一般競争入札を原則とし、補完的に指名競争入札、随意契約及びせり売りを定めてい

る（地方自治法第234条第１項）。

監査の対象とした平成16年度の京都府における各試験研究機関別の業務委託契約件数は【表1.2.3】のとおりであっ

た。

【表1.2.3】からは、競争入札による契約締結数が２件（ちなみに、平成15年度及び平成14年度はいずれも３件）と

極めて少数であることが確認できる。契約件数から単純に計算すると、例外的な契約方法として規定されている随意契

約が全体の97％を占めていることになる。

地方自治法が公正性、透明性及び経済性を確保するため、原則として競争入札によることとしている趣旨に照らすと、

随意契約による場合は、その理由が明確でなければならない。しかし、監査の結果、随意契約とする理由を消極的に解

釈せざるを得ない事例や随意契約としているにもかかわらず、複数の相手方から見積書を徴取するといった基本的な手

続きが行われていない事例が散見された。
�２ 設備投資後のメンテナンス業務に係る契約についての疑問

平成10年３月に財産管理課より「庁舎管理に係る委託契約の取扱いについて」という文書が配布されている。この文

書の中には、本庁の委託契約方針として、「設備の運転管理業務は、指名競争実施後さらに２年間は落札者と随意契約

とする。ただし、従来の５年サイクルを尊重した上で移行する。なお、設備の機能を維持するためのメンテナンス契約

については、従来どおり設置業者との単独随意契約とする。」との記載がある。

しかし、設備の機能を維持するためのメンテナンス業務については、必ずしも設置業者でなくとも実施可能な場合も

あり、法令等が競争入札を原則としていることに鑑みると、そのような場合にまで一律に設備の設置業者との単独随意

契約とすべき積極的理由は見当たらない。むしろ、広く契約の相手方を競争させ、公正性、透明性及び経済性を確保す

る方法を採用する方が発注サイドにとってはメリットが大きいはずである。

また、このことは、単年度会計主義が採られている関係から、設備投資時に設備設置後のメンテナンス費用が考慮さ

れることなく、設備投資時に最も有利な価格を提示した業者が落札している事情を想定すると、当該メンテナンス業務
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に技術的、法的及び経済的な理由等があって単独随意契約が最善の方法である場合を除いて、特段の事情のない限り契

約に関する法令に従い、原則を競争入札とし例外を随意契約とする方法を採用するべきである。

また、随意契約を締結する場合であっても、代替的な業者が存在する限り原則として複数の業者から見積書を徴取す

べきである。

しかし、一方で、設備の設置に伴うメンテナンス業務は、試験研究機関という特殊性から、緊急時の対応を重視して

当初の設置業者と契約することが望ましいとする見解もある。そこで、この見解による場合は、設備設置後の相応の期

間のメンテナンス費用も含めた金額で設備投資に係る競争入札を実施して業者の選定を行うべきであろう。そうでなけ

れば、当初の設備投資額については格安の条件で落札しておきながら、後日のメンテナンス費用については割高な条件

を提示されるというリスクが排除できないからである。こうしたリスクを排除するためにも、メンテナンス契約につい

てもできるだけ競争入札による方が望ましい。

なお、平成15年度に農業資源研究センターでは、ＸＸ社の吸収冷温水器に係る保守点検業務を指名競争入札によりＡ

社に委託している。これに対し、農業総合研究所及び丹後農業研究所では、同一の吸収冷温水器に係る保守点検業務を

随意契約によりＢ社ないしＣ社（Ｂ社、Ｃ社は実質的に同一）に委託している。同一の設備に関する保守点検業務であ

りながら、当初の設置業者であるというだけの理由で随意契約としている農業総合研究所及び丹後農業研究所の対応は

説得力に欠けるとともに、農業資源研究センターにおける対応と異なっており、疑問の残るところである。
�３ 予定価格の設定における複数の参考見積書の徴取について

予定価格の設定方法について、京都府会計規則（昭和52年京都府規則第６号）では「予定価格は、適正な価格で契約

を締結するために、あらかじめ仕様書、設計書等の内容、取引の実例価格、需給の状況、履行の難易、契約数量の多寡、

履行期限の長短等を総合的に考慮して定めなければならない」（第146条）としている。また、随意契約の場合でも競争

入札に準じて予定価格を定めることを求めている（第162条）。したがって、予定価格については、積算による場合は正

確な積み上げが必要であり、また専門的なものや特殊なものについては複数の業者から参考見積書を徴取するなどして

適正な時価を把握し、公正妥当な価格を設定することが求められる。

しかし、監査の結果、特定の業者からのみ参考見積書を徴取し、その価格をもって予定価格としている事例が見受け

られた。この場合、予定価格に合理性・公正性が担保されていないことになり、京都府会計規則が予定価格の設定手続

を定め、実務上の契約の基準として拘束力を持たせている趣旨が没却されていると言わざるを得ない。
�４ 随意契約における複数見積書の徴取について

随意契約は相手方選択の公正性や透明性、さらには競争による経済性が図りにくいだけでなく、相手方の選択が情実

に左右されやすい等のデメリットがある。そこで、京都府会計規則では、これらのデメリットを防止するため、「随意

契約によろうとするときは、契約内容その他見積りに必要な事項を示して、なるべく２人以上の者から見積書を徴さな

ければならない」（第163条第１項）としている。しかし、監査の結果、同条第１項各号に規定する例外に該当しないに

もかかわらず、複数の見積書を徴取することなく随意契約としている事例があった。随意契約締結にあたり複数の見積

書を徴取していれば、その時点において競争原理が機能する機会も得られるが、特定の者からの見積りのみによって随

意契約を締結した場合、その価格に公正性や経済性等が担保されているとはいえない。

さらに、「随意契約によろうとするときは予定価格を定めなければならない」（第162条）とされている。この予定価

格とは、競争入札において落札のみを企図した低廉な価格を排除するべく、発注サイドにおいて予め妥当と考えられる

価格を見積っておく趣旨であるが、それは随意契約においても準用されるべき性質のものである。したがって、この予

定価格の設定にあたっては高度の客観性が求められることは言うまでもない。ところが、予定価格の基礎となる参考見

積書を徴取した業者と単独随意契約を交わしている事例が検出された。この場合、契約価格は当然に予定価格と一致す

るわけであるが、このような場合の予定価格の意義とは何なのであろうか。ただ会計規則の規定を形式的に遵守してい

るだけで、その趣旨を正確に理解しているとは思えない。

したがって、随意契約においても、客観的な予定価格を設定した上で、複数の業者から見積書を徴取する手続きは欠

かすことのできないものといえる。
�５ 参考見積価格を徴取する際の業者リストの検討

いかなる組織においても人事異動は欠かせないものであり、それは京都府においても同様である。人事異動の際には

十分な引継ぎが行われ、業務に支障が生じないように配慮されるべきであるが、様々な委託業務について、各個人が個

々の委託業務に係る同業他社を熟知することは困難なことである。随意契約の締結のために複数の業者から参考見積等

を徴取する際の業者リストについては、各試験研究機関に一任するのではなく、京都府が有している情報を各試験研究

機関等地方機関に提供することが望ましい。これにより、各試験研究機関では、広く相手方を選択できることになり、

結果的に競争原理を働かせることができると考えられる。例えば、京都府が保有している情報のデーターベース化や年

度末における最新の業種別業者リストの配布等、情報を共有化するための手法について検討されるべきである。

1.3．財産管理について

1.3.1．監査の視点

行政目的遂行に必要と判断され、適正な価格により取得された備品について、適正な物品管理が行われているか否か
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について、京都府会計規則及び京都府物品管理規程（昭和52年京都府訓令第４号、京都府会計規則第184条）に照らし

て合規性を検討し、さらに経済性や効率性、有効性の観点からも検討を加えた。

1.3.2．監査手続

備品等出納（受払）表と現物の整合状況を検証するために、平成16年度の備品等出納（受払）表より無作為に抽出し

た備品を現地にて現物と照合した。

また、現場にある備品を任意に抽出して備品等出納（受払）表への記載が適切になされているかを検証した。

さらに、京都府物品管理規程には、物品管理者等は毎月１回例日を定めて、その所属に係る物品について点検し、有

効かつ適正な活用を図らなければならないと定められているため（第６条）、備品の管理状況等につき現場での定期的

な現物確認作業等を行っているか質問等を実施し、その合規性につき検討した。

1.3.3．監査の結果－問題点の指摘と改善提案
�１ 備品等の現物確認について

各試験研究機関において現物監査（以下、「実査」という。）の対象とした資産は【表1.3.3】のとおりであった。実

査の結果、備品台帳に記載されていた資産は、いずれの研究所においても現物が確認された。

なお、前述のとおり、毎月１回の現物確認が物品管理規程第６条において規定されているが、いずれの研究所におい

ても、毎月１回例日を定めての現物確認は行われていない。つまり、上記規定はもはや形骸化し、現場では蔑ろにされ

ているということである。

思うに、毎月１回の現物確認を要求する上記規程は、やや厳格に過ぎるようにも思われる。厳格であるが故にかえっ

て形骸化を招いているとすれば、実効性のある規定に改める努力も必要であろう。たとえば、１年ないしは半年に１回

の現物確認を要求するよう回数を緩和する一方、管理者には確実な実施を義務付けるなどの対応を検討してみてはどう

であろうか。
�２ 遊休機器備品の取扱いについて

実査の結果、現在使用されていない機器備品が全ての試験研究機関において検出された。これら現在使用されていな

い機器備品（以下、遊休機器という）については、①陳腐化等の理由で通常の使用が見込めなくなったもの、②通常使

用している機器の修理時における交換部品として利用するために保存しているもの、③当該試験研究機関では利用予定

がなくなったもの等に分類できる。しかし、これら遊休機器は本来の機器として機能していない以上、通常の機器と同

様の管理をしていることは、京都府会計規則に照らして適切とはいえない。同規則には、返納（第196条）や保管換え

（第207条）といったルールがあるので、そのルールに沿った対応をとるべきである。そして、試験研究用機器備品の

有効利用の観点から、速やかに返納または保管換えの手続きを行い、とりわけ上記③の状態にあるものについては、他

の試験研究機関を含めて京都府全体での再利用なり有効利用なりを検討すべきである。

この点に関して、例えば静岡県では、農業試験場など県の12の試験研究機関の機器の性能や管理状態などを一元的に

整理し、試験研究機関同士で融通し合うなど機器を効率的に活用するために試験研究機器に関する情報をデータベース

化している。同県においても、従来、機器は「備品台帳」でのみ管理されていたが、その性能や管理状態などを把握で

きる状況になく、情報を共有するシステムもなかったため、研究機関同士での試験研究機器の融通や共用はほとんど行

われていなかったという。京都府における状況とも酷似しているだけに、静岡県の取り組みについて参考とするべき余

地は少なからずあると思料する。
�３ 試験研究用備品の使用記録簿の整備

各試験研究機関は、その目的遂行のために専門性の高い機器を備品として保有している。これらの備品については、

その重要性を勘案した上で特に必要なものについては使用記録を記載すべきである。一部の試験研究機関で備品の使用

記録簿を記載していたが、試験研究機関全体として統一された様式のものではなかった。

使用記録簿に記載することにより、その備品の使用状況が把握でき、目的遂行に必要な備品支出であることの立証に

資するだけでなく、今後の取替投資など試験研究機関として必要不可欠な設備投資の必要性を証明するための情報を得

ることができる。

また、今後、原価意識の高まりを受けて公共団体の会計にも原価計算が求められることが想定されるが、この原価計
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算においては使用記録に関するデータが投下した設備投資額を研究テーマ毎に的確に配賦する際の一つの判断基準とな

り、テーマ別試験研究に係る原価の認識に有用なデータを得ることにも繋がる。

したがって、少なくとも専門性の高い試験研究機器については、各試験研究機関において使用記録簿を整備すること

が喫緊の課題といえよう。
�４ 備品の年齢調べの必要性

企業会計においては、土地を除く固定資産は減価償却を行うことによって費消した価値の認識を行うとともに、その

資産の経済的価値ないしは残存価値を測定しているが、公共団体の会計にはそのような手続きは存在しない。したがっ

て、過去に行政目的により取得した資産について、その経済的価値を測定するツールが存在しないことになる。

京都府における現在の備品等登録表は取得日が記載されているので、取得してから何年が経過しているのかは把握で

きるが、その資産の価値を測定するための情報は盛り込まれていない。したがって、耐用年数を超えて使用している場

合等、陳腐化している資産を別途把握する必要がある。この点に関して、制度上規定されてはいないが、企業会計で用

いられている減価償却の手続きを準用することにより資産の価値を測定できる。つまり、公共団体の会計には規定され

ていない減価償却を運用面で試算することにより、企業会計の優れている点を取り入れ、参考情報として入手しておく

意義は非常に大きいと言える。すなわち、試験研究機関という特殊性を考慮すると、試験研究に不可欠な研究備品は、

再投資または修繕による機能維持が必要であり、それをあらかじめ予算措置しておかなければ、試験研究活動に支障を

きたし、ひいては満足な成果を得ることができずに、結果として試験研究機関の存在意義を希薄にもしかねないからで

ある。

減価償却の手続きには、その資産の経済的耐用年数を見積り、その見積耐用年数にわたって毎年一定額の価値減少部

分を償却費として認識する定額法等の方法がある。また、このような減価償却計算は、資産の取得価額から償却相当額

を減額させることによって、その資産の価値を測定するため、減価償却を行うことによって客観的な資産評価も可能と

なる。こうした資産価値測定方法から取替投資等に有用な情報も入手可能である。各試験研究機関においても、減価償

却の考え方を取り入れて、常に資産の価値を測定しておくことは決して無駄ではないと思料する。

２．各試験研究機関での監査結果

2.1．農業総合研究所

2.1.1．収入事務について
�１ 収入金額の推移

農業総合研究所における過去５年間の収入額の推移は、【表2.1.1】のとおりである。

なお、上記収入項目のうち農業総合研究所における直接収入は、「使用料及び手数料」、「財産収入（生産物販売）」及

び「諸収入」である。
�２ 監査の結果-問題点の指摘と改善提案

① 生産物販売方法の再検討について

農業総合研究所における試験研究の副産物である米や野菜果物等の生産物の売却価格については、原則として市場価

格（ＪＡ全農京都の「京都市況表」等の５日間中値平均）を参考に設定されており問題となる事項は検出されなかった。

他方、販売先については、米の販売については農協に対して農協が設定した単価で販売を行っているが、それ以外の

野菜果物等については、年１回の施設公開日に参加した近隣住民へ直接販売する場合を除いて、そのほとんどを南丹広

域振興局の職員に販売している。また、その販売方法についても、農業総合研究所の庶務部職員が生産物を南丹広域振

興局へ持参し、振興局職員に直接手渡しているのが実態である。

農業総合研究所での生産物が試験研究の副産物的なものであっても、そのコストは府民の負担によっていることを考

えた場合、府の職員にのみ販売が行われていることには疑問が残るところである。また、振興局職員への販売に従事し

ている農業総合研究所庶務部職員の当該業務にどれだけの時間を費やしているかについては詳細なデータを入手できな

かったが、農業総合研究所の平成16年度における米の販売を除く生産物販売収入は僅か４百万円程度であるから、週に
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３日も振興局へ販売に出向く職員の人件費がカバーできているのどうか大いに疑問が残る。費用対効果を考えた場合、

庶務部職員が生産物を販売するより、むしろ廃棄処分をした方が結果としてコストの負担が小さくなる可能性もあると

すれば、検討の余地は小さくないと思料する。

他方、農業総合研究所と同様に農場を保有し、研究課程において野菜等の副産物が生産されている府立大学では、産

出された野菜や果物等について週２回のペースで府民に対して販売を行っている。対象は近隣の府民に限られているか

ら必ずしもベストの方法とはいえないが、府民の負担で実施された研究の副産物を府民に還元するという意味では、よ

り望ましいといえよう。したがって、農業総合研究所においても、試験研究の副産物である野菜や花き等について、積

極的に府民に対して販売する方策を検討してはどうであろうか。もちろん、その際にも前述の費用対効果の発想を忘れ

てはならないのであって、府民への販売にあたって人件費の高い庶務部職員を専従させるような愚策が許されないこと

は言うまでもない。

なお、定例の曜日や時間を府民公報等を通じて告知した上で、近隣の府民に販売することによって安定的な販売量を

確保するとともに、農業総合研究所に対する近隣府民の認知度を高め、さらには理解を深めるきっかけになれば、その

副次的効果は小さくないと思われる。いずれにせよ、副産物である野菜や花き等について、近隣府民への販売を検討す

ることは、農業総合研究所にとって一石二鳥の効果が得られる貴重な機会でもあるから、是非とも前向きに検討される

ことを期待したい。

2.1.2．契約事務及び支出事務について
�１ 推移表

農業総合研究所における契約事務について過去３年間の推移を示したものが、【表2.1.2】である。

なお、Ｂ社は平成14年及び15年は別会社（ｂ社）であったが、実質的に同じ会社であると判断して名寄せしている。
�２ 監査の結果-問題点の指摘と改善提案

① 設備のメンテナンス業務に係る無条件随意契約の合理性

Ｃ社の電気保守点検業務について、平成16年度支出負担行為の協議書上では、地方自治法施行令第167条の２第１項

第２号ないし第５号を根拠として当初の設備設置業者と単独随意契約をしているが、平成17年度の同協議書上では近隣

府県の業者から見積書を徴取している。設備の設置業者以外でもメンテナンス業務が行えるのであれば、当初の設備設

置業者との単独随意契約は、地方自治法施行令第167条の２第１項第２号に規定する「その性質又は目的が競争入札に

適しない」場合にのみ随意契約を容認した同施行令の趣旨に背くことにもなりかねず、早急に改善すべきであると考え

る。

② 設備投資後のメンテナンス業務に係る随意契約の是非について

Ｂ社の電気等保安点検業務は、吸収冷温水器保守点検業務としてＸＸ社のものを使用していることから随意契約とな

っているものである。ところが、この設備と同一の設備を保有する農業資源研究センターでは、他の保守点検とあわせ

て平成15年度から指名競争入札によりＡ社に委託している。

つまり、同一の設備に係る保守点検でありながら設備の設置業者であるという理由だけで随意契約としている農業総

合研究所の説明は、農業資源研究センターにおいて指名競争入札が行われている事実をもって既に破綻しているのであ

り、もはや随意契約に拘泥する積極的理由はないと言わざるを得ない。

③ 予定価格の設定における複数の参考見積書の徴取について
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Ａ社、Ｂ社及びＤ社の事例では、これら特定の業者からのみ参考見積書を徴取し、その価格をもって予定価格として

いる。特定の業者から入手した参考価格が予定価格とされ、さらにそれらの業者と随意契約が交わされたのでは、公正

性が担保されているとはいえないであろう。

2.1.3．財産管理について
�１ 監査の結果-問題点の指摘と改善提案

① 備品等の現物確認について

平成16年度備品等出納（受払）表より無作為に抽出しリストアップした10種10品目について実査した結果、１種１品

目を除いて抽出したすべての備品につき現物が確認され、添付すべき備品シールが適切に貼付されていた。なお、現物

が確認できなかった１種１品目は、平成17年５月17日に廃棄処理されていたことが判明した。また、現地にて任意に選

定した１品目につき、備品等出納（受払）表への記載の有無を確かめたが、適切に備品等出納（受払）表に記載されて

いた。

しかし、毎月１回例日における定期的な現物確認作業等が京都府物品管理規程において定められているが、その作業

が行われた事実は確認できなかった。したがって「１．監査結果総括」における「1.3 財産管理について」の項目中

「1.3.3 監査の結果 �１ 備品等の現物確認について」（145ページ）において指摘した問題点は農業総合研究所にお

いても指摘し得ることを申し添えたい。

2.2．農業資源研究センター

2.2.1．収入事務について
�１ 収入金額の推移

農業資源研究センターにおける過去５年間の収入金額の推移は、【表2.2.1】のとおりである。

上記収入項目のうち、農業資源研究センターにおける直接収入は、「使用料及び手数料」、「財産収入（生産物販売）」

及び「諸収入」である。
�２ 監査の結果-問題点の指摘と改善提案

① 生産物販売方法の再検討について

試験研究の副産物である野菜や果物等の売却単価については、原則として市場価格（ＪＡ全農京都の「京都市況表」

等の前一週間中値平均または京都市中央卸売市場の一週間中値平均）を参考に設定されており問題となる事項は検出さ

れなかった。

他方、販売先については、米については農協に対して農協が設定した単価で販売しているが、それ以外の生産物につ

いては、年１回行われる施設の公開行事に参加した近隣住民へ直接販売する場合を除き、そのほとんどを山城広域振興

局の職員に対して販売している。その販売方法等については前述した農業総合研究所の事例と重複するので省略するが、

「2.1.1 収入事務について �２ 監査の結果 ① 生産物販売方法の再検討について」（146ページ）で詳述したのと

同様の状況にあることを指摘することができる。ただし、農業資源研究センターにおける平成16年度の米を除いた生産

物の販売収入は735千円に過ぎないから、問題の大きさは農業総合研究所の比でないとも言い得る。しかし、逆にそれ

だけの収入しかないにもかかわらず、農業資源研究センターの庶務部職員が相当の時間コストを生産物の販売に投下し

ているとしたら、逆に問題は大きいのかもしれない。費用対効果の観点から、試験研究の副産物である野菜や果物等の

販売のあり方について再検討することが喫緊の課題であることは、農業総合研究所の項で指摘したのと同様である。

2.2.2．契約事務及び支出事務について
�１ 推移表

農業資源研究センターにおける契約事務について過去３年間の推移を示したものが、次ページの【表2.2.2】である。
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なお、【表2.2.2】は100万円以上の委託事業契約のみを表示している。従って、合計金額欄が委託事業費全額を表示

しているため表の合計とは一致しない。
�２ 随意契約の理由について

農業資源研究センターにおける契約金額100万円未満の随意契約の理由についてまとめたものが、【表2.2.2の２】で

ある。
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�３ 監査の結果-問題点の指摘と改善提案
① 競争入札実施年以降の無条件随意契約締結の可否について
Ａ社の設備管理業務は、各種設備の保守・点検及び消防設備の定期点検業務であり、平成15年度に指名競争入札によ
り契約し、平成16年度は平成10年３月に財産管理課から配布された「庁舎管理に係る委託契約の取扱いについて」に準
拠して随意契約としている。しかし、平成15年度と16年度を比較すると、平成16年度は非常用発電機始動用蓄電池の定
期的交換等を行うための項目が追加されたこと等により支出金額が増加している。このように明らかな契約内容の追加
や変更がある場合は、前年度に競争入札を行っていたとしても、平成16年度には改めて競争入札を行うべきであろう。
少なくとも追加契約に関しては複数の業者から見積書を徴取すべきであった。
② 設備投資後のメンテナンス業務に係る随意契約の是非について
設備投資後のメンテナンス業務に係る業務委託契約については、Ｆ社及びＪ社を除き、いずれも当初の設備設置業者
であるという理由で単独随意契約とされているが、この契約に疑問の余地があることは既述のとおりである。
③ 予定価格設定における複数の参考見積書の徴取について
ＡＡ社、ＢＢ社、ＣＣ社、ＤＤ社、ＥＥ社、ＦＦ社及びＫＫ社とは、いずれも100万円未満の契約であるため随意契
約としているが、当該業者からのみ参考見積書を徴取し、その価格をもって予定価格としていた。特定の業者の見積り
を予定価格とすることの問題についても既述のとおり疑問の残る措置と言わざるを得ない。
④ 随意契約における複数見積りの徴取について
ＡＡ社、ＢＢ社、ＣＣ社、ＤＤ社、ＥＥ社、ＦＦ社及びＫＫ社とは、いずれも100万円未満の契約であるため随意契
約としているが、見積り合わせを行うことなく当該業者からの見積書のみを入手し、その金額によって随意契約を行っ
ていた。
随意契約の締結にあたって、複数の業者から見積書を徴取することとすれば、少なくともその時点で一応の競争原理
が働くと思われるが、そうした機会を設けることなく特定の業者と随意契約を締結した場合には、その契約価格に公正
性や経済性等が担保されないことになる。
さらに、この特定の業者は予定価格の基礎となる参考見積書の徴取先でもあった。この場合、予定価格から乖離する
ことのない金額で契約を締結することになるのであるから、およそ競争原理が機能する機会は皆無であり、競争入札を
原則として、公正性や透明性ひいては経済性等を確保しようとする諸制度の趣旨は蔑ろにされているのではないだろう
か。
2.2.3．財産管理について
�１ 監査の結果-問題点の指摘と改善提案
① 備品等の現物確認について
平成16年度備品等出納（受払）表より無作為に抽出しリストアップした13種43品目について実査した結果、抽出した
すべての備品について現物が確認された。また、添付すべき備品シールも適切に貼付されていた。さらに、現地にて任
意に抽出した１品目につき、備品等出納（受払）表への記載の有無を検証したところ、これは適切に備品等出納（受払）
表に記載されていた。
しかし、毎月１回例日における定期的な現物確認作業等が京都府物品管理規程において定められているが、その作業
が行われた事実は確認できなかった。これは農業総合研究所における状況と全く同様であり、したがって「１．監査結
果総括」における「1.3 財産管理について」の項目中「1.3.3 監査の結果 �１ 備品等の現物確認について」（145ペー
ジ）において指摘した問題点は農業資源研究センターにおいても指摘し得ることを申し添えたい。
② 公開実験室の貸与について
農業資源研究センターでは、京都府民の農業やバイオテクノロジーに対する生涯学習の場として、また、農業者や農
業団体、研究者、企業などの研究活動を支援する場として公開実験室を設置しており、この公開実験室ではクリーンベ
ンチ（無菌操作台）、培養室、顕微鏡などの設備が無料で利用できることになっている。
公開実験室に関する利用要領及び公式ホームページ等では、「京都府内在住の農業者、農業に関心のある方、府内の
公共団体または農業団体、農業関係団体・企業などに所属されている方に利用者を限定し、利用者は、植物に関するバ
イオテクノロジーに関する基本的技術の習得の場及び育種技術などの試験的研究の場として公開実験室を利用すること
ができる」旨が規定されている。
しかし、実際の利用状況等について検証してみると、利用頻度はほぼ毎日と高いものの、利用者が特定の個人や団体
職員に偏っていることが判明した。
府民の利用を目的に府の施設を公開することの意義を否定はしないが、実験室の利用という特殊な場面では、実験機
器の取扱いに関する基礎的な知識や技能が要求されるから、府民に広く門戸を開放しているといっても、その対象が限
定されることは容易に想像できる。その結果、特定の個人等が材料費等の実費のみの負担で府の施設を利用している現
状では当該個人等に対する経済的便宜を供与しているという懸念を払拭することができない。したがって、公開実験室
の貸与に関しては、利用者に材料費等の実費負担を求めているとはいうものの、本来は設備の利用に伴う適正な対価を
求めるべきであると考える。
さらには一歩踏み込んで、実験機器のメンテナンス費用等を削減する観点から公開実験室そのものの存続についても
検討する必要があると思料する。




